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（目 的） 

第１条 この要綱は、鉄道駅総合バリアフリー推進事業に要する経費の一部を東京都（以下

「都」という。）が補助することに関し必要な事項を定めることにより、高齢者、障害者等

の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の福祉の

増進に資することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「ホームドア等整備促進事業」とは、既存の鉄軌道駅（平成２６年３月３１日までに

設置された駅に限る。以下同じ。）に、ホームドア、それに付随する固定柵（以下これら

を「ホームドア」という。）及び内方線付き点状ブロックを整備するため、区市町村が鉄

道事業法（昭和６１年法律第９２号）第３条の規定に基づき国土交通大臣の許可を受け

て鉄道事業を経営する者及び軌道法（大正１０年法律第７６号）第３条の規定に基づき



国土交通大臣の特許を受けて運輸事業を経営する者（以下これらを「鉄軌道事業者」と

いう。ただし、東京都交通局及び東京地下鉄株式会社を除く。）に補助金を交付する事業

をいう。 

二 「鉄道駅エレベーター等整備事業」とは、既存の鉄軌道駅に、駅舎等の出入口から車両

等の乗降口まで段差なく移動できる経路等（以下「バリアフリールート」という。）を確

保することを目的に、単独での車椅子の乗り降りが可能なエレベーター（以下「車椅子

対応エレベーター」という。）、障害者用誘導ブロック、スロープ及び手すりを整備する

ため、区市町村が鉄軌道事業者に補助金を交付する事業をいう。ただし、車椅子対応エ

レベーターの設置が困難な場合であって、東京都知事（以下「知事」という。）が必要と

認める場合は、車椅子乗用ステップ付きエスカレーター（電動車椅子での利用も可能な

エスカレーターをいう。）の整備も本号の事業とみなす。 

三 「バリアフリー基本構想等作成事業」とは、バリアフリー基本構想（以下「基本構想」

という。）及び移動等円滑化促進方針（以下「促進方針」という。）を区市町村が作成する

事業をいう。 

（１）基本構想とは、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号。以下「法」という。）第２５条に規定する移動等円滑化に係る事業の重

点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想をいう。 

（２）促進方針とは、法第２４条の２に規定する、区市町村の区域内の移動等円滑化促進  

地区における、移動等円滑化の促進に関する方針をいう。 

四 「鉄道駅バリアフリートイレ等整備促進事業」とは、既存の鉄軌道駅に、車椅子利用

者が利用できる広さや手すり等のある新たな高齢者障害者等用便房（以下「バリアフリ

ートイレ」という。）の整備及び車椅子利用者が利用できる広さや手すり等に加え、おむ

つ交換台、ベビーチェア等を備え、車椅子使用者だけでなく高齢者、障害者、乳幼児連

れの方等、多様な人が利用できる設備や機能の一部を一般便房に分散配置する整備を実

施するため、区市町村が鉄軌道事業者に補助金を交付する事業をいう。 

五 「生活交通改善事業計画」とは、国土交通省の地域公共交通確保維持改善事業費補助

金交付要綱（平成２３年３月３０日国総計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０

２号、国自旅第２４０号、国海内第１４９号、国空環第１０３号。以下「国の要綱」とい

う。）に基づき設置された都、区市町村及び交通事業者又は交通施設の管理者等から成る

協議会（以下「協議会」という。）が、地域公共交通の確保・維持・改善のために、地域

の生活交通の実情のニーズを的確に把握しつつ、協議会での議論を経て策定する、バリ

アフリー化を図るための取組についての計画をいう。 

六 「鉄道駅総合バリアフリー推進事業」とは、駅を中心としたまちのバリアフリー化を面

的かつ一体的に行うため、自由通路や駅前広場等への技術的支援とともに、ホームドア等

整備促進事業、鉄道駅エレベーター等整備事業、バリアフリー基本構想等作成事業及び鉄

道駅バリアフリートイレ等整備促進事業と併せて駅のバリアフリー施策を一体として行



う事業をいう。 

２ この要綱において使用する用語は、特段の定めがある場合を除き、国の要綱において使

用する用語の例による。 

 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助対象事業者」という。）は、区市町村

とする。 

 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、ホームドア等整備

促進事業、鉄道駅エレベーター等整備事業、バリアフリー基本構想等作成事業及び鉄道駅

バリアフリートイレ等整備促進事業とする。ただし、ホームドア等整備促進事業及び鉄道

駅エレベーター等整備事業の補助対象は、次の各号に掲げるものとする。 

一 「鉄道駅バリアフリーに関する優先整備の考え方（令和元年９月東京都都市整備局）」

（以下「優先整備の考え方」という。）に示した継続する取組に該当する駅とする。 

二 優先整備の考え方に示した新たな取組のうち、優先整備の考え方に基づき、鉄軌道事

業者が作成する整備計画に記載され、都が認定した駅とする。ただし、鉄道駅エレベー

ター等整備事業については、本号の規定に加え、基本構想又は促進方針に位置付けがあ

る駅を補助対象とする。 

 
（補助対象経費） 
第５条 ホームドア等整備促進事業に係る補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象

経費」という。）は、それぞれの事業において対象とする既存の鉄軌道駅におけるホームド

ア及び内方線付き点状ブロックの整備に関する経費のうち、設計費、機械本体購入費、材

料購入費、据付け工事費及びその関連附帯工事費（車両改造及び定位置停止装置の費用を

含まないものとする。）から寄附金その他収入を控除した額とする。 
２ 鉄道駅エレベーター等整備事業に係る補助対象経費は、それぞれの事業において対象と

する既存の鉄軌道駅における垂直移動装置、障害者用誘導ブロック、スロープ及び手すり

の整備に関する経費のうち、設計費、機械本体購入費、材料購入費、据付け工事費及びそ

の関連附帯工事費から寄附金その他収入を控除した額とする。 
３ 鉄道駅バリアフリートイレ等整備促進事業に係る補助対象経費は、それぞれの事業にお

いて対象とする既存の鉄軌道駅における、車椅子利用者が利用できる広さや手すり等のあ

る新たなバリアフリートイレの整備及び車椅子利用者が利用できる広さや手すり等に加え、

おむつ交換台、ベビーチェア等を備え、車椅子使用者だけでなく高齢者、障害者、乳幼児

連れの方等、多様な人が利用できる設備や機能の一部を一般便房に分散配置する経費のう

ち、設計費、本体購入費、工事費及びその関連附帯工事費から寄附金その他収入を控除し



た額とする。 
４ 前３項の補助対象経費のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費

税及び地方消費税相当分については、補助対象としない。 
５ バリアフリー基本構想等作成事業に係る補助対象経費は、基本構想及び促進方針の作成

及び変更に必要な経費のうち、知事が認める経費とする。 
 

（補助金の交付額） 
第６条 ホームドア等整備促進事業、鉄道駅エレベーター等整備事業及び鉄道駅バリアフリ

ートイレ等整備促進事業に係る補助金の交付額は、補助対象経費に６分の１を乗じて得た

額を限度とし、区市町村の実支出額から２分の１を乗じて得た額の範囲内で、かつ予算の

範囲内とする。ただし、その内訳にあっては、次に掲げる各号の条件を満たすものとする。 

一 ホームドア等整備促進事業に係る補助金の交付額は、ホームドア１列につき、４，０

００万円を限度額とする。ただし、令和元年度以前に当初の交付決定を受けており、事

業全体が継続している案件は、ホームドア１列につき、３，０００万円を限度額とする。 
二 鉄道駅エレベーター等整備事業に係る補助金の交付額は、エレベーターのかごの有効

寸法が「Ｔｏｋｙｏ２０２０アクセシビリティ・ガイドライン（公益財団法人東京オリ

ンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）」（以下「ガイドライン」という。）で示

す標準基準未満の場合は、１基につき、２，０００万円を限度とする。エレベーターのか

ごの有効寸法がガイドラインで示す標準基準以上の場合は、１基につき、３，０００万

円を限度とする。ただし、令和元年度以前に当初の交付決定を受けており、事業全体が

継続している案件は、１鉄軌道駅につき、３，５００万円を、１鉄軌道駅に３基以上整備

する場合は、５，０００万円を限度とする。 
三 鉄道駅バリアフリートイレ等整備促進事業に係る補助金の交付額は、１鉄軌道駅につ

き、５００万円を限度とする。 
２ バリアフリー基本構想等作成事業に係る補助金の交付額の内訳にあっては、次に掲げる

各号の条件を満たすものとする。 
一 基本構想の作成に係る補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費に３

分の１を乗じて得た額を限度額とする。 

 二 促進方針の作成に係る補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費に４

分の１を乗じて得た額、かつ、２５０万円を限度額とする。 

 
３ 前各項の補助金の交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 
 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助事業を実施するに当たり、補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、別記第１号様式の交付申請書に、生活交通改善事業計画（ホームドア等整備



促進事業及び鉄道駅エレベーター等整備事業の実施に当たり、鉄軌道事業者が国の要綱に

基づく補助金の交付を受ける場合に限る。）及びその他関係書類を添えて、知事に提出する

ものとする。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、申請が適正であると認め

たときは、速やかに補助金の交付及び交付額を決定し、別記第２号様式の交付決定通知書

により申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第９条 知事は、前条の規定による補助金の交付決定に当たって、必要な条件を付すことが

できる。 

 

（補助事業の計画変更の承認申請） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、補助金の交付申

請の内容を変更しようとするときは、あらかじめ別記第３号様式の補助事業計画変更承認

申請書及びその他関係書類を添えて、知事に提出し、その承認を受けるものとする。 

 

（変更決定及び通知） 

第１１条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、申請が適正であると認

めたときは、速やかに、別記第４号様式の補助事業計画変更承認通知書により、補助事業

者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止の承認申請） 

第１２条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、速やかに別記

第５号様式の補助事業中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けるものとす

る。 

 

（事故報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が

困難になったときは、速やかに別記第６号様式の事故報告書を知事に提出し、その指示を受

けるものとする。 

 

（状況報告） 

第１４条 補助事業者は、知事の要求があった場合は、速やかに事業の状況を報告するもの

とする。 



２ バリアフリー基本構想等作成事業については、補助事業者は、法第２４条の４及び法第

２６条の規定に基づき関係者等から構成される協議会を設置した場合には、その協議会の

報告内容をもって、前項の報告に代えることができる。 

 

（実績報告） 

第１５条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業が完了せずに都の会計年度

が終了したときは、速やかに別記第７号様式の実績報告書に関係書類を添付して知事に提

出し、事業の実績を報告するものとする。第１２条の規定により廃止の承認をした場合も、

また同様とする。 

 

（補助金の交付額の確定及び通知） 

第１６条 知事は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の

審査及び必要に応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業の内容が第８条に規定す

る補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、別記第８号様式の確定通知書により補助事業者に通知するも

のとする。 

 

（補助金の請求） 

第１７条 補助事業者は、前条の規定により確定した補助金を請求するときは、別記第９号

様式の請求書により請求するものとする。 

 

（補助金に係る経理） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に係る経理について、帳簿及び証拠書類を備え、収入及

び支出を明らかにしておくものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度か

ら５年間保存するものとする。 

 

（取得財産等の整理） 

第１９条 第３条の補助対象事業者は、ホームドア等整備促進事業、鉄道駅エレベーター等

整備事業又は鉄道駅バリアフリートイレ等整備促進事業において、区市町村が交付する補

助金（以下「区市町村補助金」という。）の交付を受ける鉄軌道事業者に、補助事業によっ

て取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）に関する特別の帳簿を

備え、取得財産等を取得し、若しくはその効用を増加した時期又はその所在場所、価格、取

得財産等に係る補助金の状況が明らかになるよう整理させるものとする。 

 

（書類等の保存） 



第２０条 第３条の補助対象事業者は、区市町村補助金の交付を受ける鉄軌道事業者に、次

に掲げる書類等を、第２項で定める期間保存させるものとする。 

一 取得財産等の得喪に関する書類 

二 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

２ 前項で規定する書類等の保存期間は、補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効

用の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用の増

加した財産の処分制限期間を定めた件（平成２２年国土交通省告示第５０５号）で定める期

間（以下「国土交通大臣が定める期間」という。）とする。 

 

（取得財産等の管理等） 

第２１条 第３条の補助対象事業者は、区市町村補助金の交付を受ける鉄軌道事業者に、取

得財産等について、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理させ、

補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らせるものとする。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第２２条 第３条の補助対象事業者は、区市町村補助金の交付を受ける鉄軌道事業者に対し、

取得財産等（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号）第１３条第１号から第３号までに掲げる財産並びに同条第４号及び第５号の規定

により国土交通大臣が定める財産に限る。次項において同じ。）について、国土交通大臣が

定める期間を経過するまでは、知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保（以下「処分」という。）に供させないものとす

る。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、別記第１０号様式の財産処分承認

申請書により、知事に申請し、承認を得るものとする。 

３ 知事は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち第１項の処分

時から財産処分制限時間が経過するまでの期間に相当する分を原則として返還させるとと

もに、当該処分により鉄軌道事業者に利益が生じるときは、交付した補助金額の範囲内で

その利益の全部又は一部を都に納付させるものとする。 

 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、東京

都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


